
u957712_00_3707253723012.docx 

＜957712＞

 

 

 

 

 
第17期(償還) (償還日 2018年10月25日) 

 
 
 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚くお礼申しあげます。 

｢日興ベスト・バランス11月号」は、信託約款の規定に基づき、2018年10月25日に信託期間が終了し、償還いたし

ました。 

ここに、設定以来の運用状況と償還内容をご報告いたしますとともに、受益者のみなさまのご愛顧に対しまし

て、重ねてお礼申しあげます。 

 
 
 

商 品 分 類 追加型投信／内外／資産複合 

信 託 期 間 2001年11月27日から2018年10月25日までです。 

運 用 方 針 
投資信託の受益証券(振替投資信託受益権を含みます｡)に分散投資を行ない、原則年１回のリバランスを行なうこと
により、信託財産の成長をめざします。 

主要運用対象 

日興ベスト・バランス11月号 わが国の投資信託の受益証券を主要投資対象とします。 

日興アクティブ・ダイナミクス 
｢アクティブ・ダイナミクス・マザーファンド」受益証券を主要投資対象とし
ます。 

日本短期債券マザーファンド わが国の短期公社債を主要投資対象とします。 

ベスト・バランス／海外株式マザーファンド 世界各国の金融商品取引所上場株式を主要投資対象とします。 

ベスト・バランス／海外債券マザーファンド 海外の公社債を主要投資対象とします。 

組 入 制 限 
投資信託の受益証券、短期社債等、コマーシャル・ペーパーおよび指定金銭信託以外の有価証券への直接投資は行
ないません。 
外貨建資産への直接投資は行ないません。 

分 配 方 針 
毎決算時、原則として分配対象額のなかから、基準価額水準、市況動向などを勘案して分配を行なう方針です。 
ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行なわないこともあります。 

 

 

償還 運用報告書(全体版) 

日興ベスト・バランス11月号 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

受 益 者 の み な さ ま へ 
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日興ベスト・バランス11月号 

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

株   式 
組 入 比 率 

債   券 
組 入 比 率 

債   券 
先 物 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 円 銭 円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円 

13期(2014年11月25日) 12,820    200 12.7 24.4 46.5 － 24.9 120 

14期(2015年11月25日) 13,011    300 3.8 23.1 47.5 － 25.4 106 

15期(2016年11月25日) 11,783    200 △ 7.9 24.1 45.8 － 24.6 82 

16期(2017年11月27日) 13,076    300 13.5 23.6 45.8 － 25.8 88 

(償還時) (償還価額)        

17期(2018年10月25日) 12,743.95 － △ 2.5 － － － － 82 
 
（注）基準価額の騰落率は分配金込み。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」は実質比率を記載しております。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「投資信託証券組入比率」は実質比率を記載しております。 
（注）債券先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
（注）当ファンドはファンド・オブ・ファンズにつき、組み入れている各々のファンドには、ベンチマークはありますが、当ファンドには

ベンチマークおよび適切な参考指数はございません。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 

株   式 
組 入 比 率 

債   券 
組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率 

 騰 落 率 

(期  首) 円 銭 ％ ％ ％ ％ 
2017年11月27日 13,076    － 23.6 45.8 25.8 

11月末 13,005    △0.5 22.9 46.3 25.4 
12月末 13,304    1.7 23.0 45.5 26.2 

2018年１月末 13,372    2.3 24.1 46.0 25.3 
２月末 13,071    △0.0 23.8 46.4 24.7 
３月末 12,815    △2.0 23.3 47.7 24.0 
４月末 13,065    △0.1 23.7 46.7 24.9 
５月末 12,946    △1.0 24.9 46.6 24.2 
６月末 12,980    △0.7 24.9 46.1 23.9 
７月末 13,158    0.6 24.9 46.3 24.1 
８月末 13,191    0.9 25.4 46.5 23.7 
９月末 13,395    2.4 25.0 46.7 24.2 
(償還時) (償還価額)     

2018年10月25日 12,743.95 △2.5 － － － 
 
（注）騰落率は期首比です。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」は実質比率を記載しております。 
（注）当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「投資信託証券組入比率」は実質比率を記載しております。 

 

【運用報告書の表記について】 

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合計が合計欄の

値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 
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○運用経過 (2001年11月27日～2018年10月25日) 

 

 

 
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォ

ーマンスを示すものです。 
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異

なります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。 
（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 
（注）当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。 

 

○基準価額の主な変動要因 

当ファンドは、「日本株式」、「日本債券」、「海外株式」、「海外債券」の４資産にそれぞれ投資する４つの投

資信託証券を通じて国際分散投資を行ない、長期投資をすることにより安定したリターンの獲得をめざして

運用を行なってまいりました。各資産への投資比率は、それぞれ約25％を目途としました。信託期間中にお

ける各投資先ファンドの騰落率は以下の通りです。 
 

投資対象先ファンド 信託期間中の騰落率 

日興アクティブ・ダイナミクス 29.3％ 

日本短期債券マザーファンド 9.4％ 

ベスト・バランス／海外株式マザーファンド 176.9％ 

ベスト・バランス／海外債券マザーファンド 118.3％ 

 

  

設定以来の基準価額等の推移 
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日興ベスト・バランス11月号 

信託期間中における基準価額の主な変動要因は、以下の通りです。 

・ ＩＴバブルの崩壊（2000年～）、同時多発テロ（2001年）、イラク戦争（2003年）などで地政学的リスクが

高まったこと、米国の低所得者層を対象にした住宅融資「サブプライムローン」危機が深刻化しリーマン

ショックへ発展したこと（2007年～2009年）などは株価の下落要因となったものの、企業業績が全般に好

調だったこと、主要各国の中央銀行が概ね緩和的な金融政策をとっていたことなどから、株式に投資する

２本のファンドの基準価額は値上がりしました。 

・ 投資家がリスク管理を主として損失確定の債券売却を進めたこと（2003年７月～９月上旬）や、日銀によ

る量的緩和政策およびゼロ金利政策の解除観測が台頭したこと（2005年９月～2006年７月）などは値下が

り要因となったものの、米国の「サブプライムローン」問題を受けて世界的なリスク資産圧縮の動きが強

まったことや、米国金融機関の経営破たんなどを受けて金融不安が深刻化し、世界的な景気減速懸念の強

まりを背景に日銀が利下げを実施したこと（2007年７月～2008年12月）、日銀が金融緩和の大幅な強化を実

施し、積極的な国債買入れを継続したこと（2013年以降）などが値上がり要因となり、日本の短期債券に

投資するマザーファンドの基準価額は値上がりしました。 

・ 期間の終わりにかけて、米国連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による利上げが実施され、米国新政権による

積極的な景気刺激策が財政赤字の拡大とインフレ期待につながるとの見方が強まったものの、米国の「サ

ブプライムローン」問題を契機に信用収縮懸念が世界的に拡大し、欧米各国の中央銀行により金融緩和政

策が導入されたことなどから、海外債券に投資するマザーファンドの基準価額は値上がりしました。 

 

 

(国内株式市況) 

国内株式市場では、期間の初めから2003年２月にかけては、米国の会計制度に対する不信感などから米国

株式市場が下落したことや、国内における消費低迷の長期化や設備投資意欲の減退などによる企業業績の悪

化懸念、金融機関の不良債権処理の遅れへの警戒などから、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は下落基調で推移

しました。３月から2007年２月にかけては、中東情勢の緊迫化などの地政学的リスクの高まりなどから株価

が下落する局面があったものの、米国の景気回復期待から米国市場で株価が大きく上昇したことや、郵政民

営化を巡る総選挙で自民党が大勝し構造改革の進展が期待されたこと、国内景気の回復や企業業績の改善見

通しが強まったことなどから、ＴＯＰＩＸは上昇しました。３月から2009年３月にかけては、米国の「サブ

プライムローン」関連損失の拡大懸念が高まったことや、円高／アメリカドル安の進行、原油価格の高値更

新などから景気減速や企業業績の悪化懸念が広がったこと、米国の大手投資銀行が破たんし金融不安が世界

的に拡大したことなどを背景に、ＴＯＰＩＸは下落しました。４月から2012年10月にかけては、金融不安の

後退や政府の追加経済対策への期待、日本や米国での景気・企業業績の底入れ観測などが株価の上昇要因と

なる一方で、欧州債務問題の深刻化や、東日本大震災によるサプライチェーン（供給網）の寸断、タイの洪

水による海外生産拠点の長期に亘る生産停止などが株価の下落要因となり、ＴＯＰＩＸは一進一退の展開が

続きました。11月から期間末にかけては、衆議院議員総選挙における自民党の圧倒的な勝利を受けて誕生し

た新政権による景気対策への期待や、日銀による大規模な追加金融緩和の実施、円安の進行を受けた輸出関

連企業の業績回復への期待、米国経済の好調の継続などがけん引役となり、ＴＯＰＩＸは上昇基調を維持し

ました。 

 

(国内債券市況) 

国内債券市場では、期間の初めから2003年６月にかけては、金融機関の運用難を背景に国債が買い進まれ

たことなどから、国債利回りは総じて低下（債券価格は上昇）しました。７月から2006年７月にかけては、

投資環境 
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世界的な債券価格の急落を受けて国内でも大口投資家のリスク管理による債券売りが膨らんだことや、量的

緩和政策とゼロ金利政策が解除されたことなどから、国債利回りは総じて上昇（債券価格は下落）しました。

８月から2010年12月にかけては、2007年年央に米国国債利回りが急上昇したことや日銀の早期利上げ観測が

台頭したことなどから利回りが上昇する局面があったものの、米国の「サブプライムローン」問題を受けて

世界的なリスク資産圧縮の動きが強まり「質への逃避」先として国債が選好されたことや、米国金融機関の

経営破たんなどを受けて金融不安が深刻化し、世界的に景気減速懸念が強まったことを背景に日銀が利下げ

を実施したこと、欧州債務問題の深刻化を背景とした投資家のリスク回避姿勢の強まりなどを受けて、国債

利回りは総じて低下しました。2011年１月から2012年11月にかけては、日本や米国における景気回復期待の

高まりなどから国債利回りが上昇する場面があったものの、東日本大震災の発生を受けた投資家のリスク回

避姿勢や国内経済の低迷、欧州債務問題の深刻化による日本国債への逃避需要などを受けて、国債利回りは

総じて低下しました。12月から2016年６月にかけては、円安／アメリカドル高の進行や、国内株式市場の上

昇などが国債利回りの上昇要因となったものの、新総裁を迎えた日銀による大幅な金融緩和策の強化や買入

れオペなど緩和姿勢の継続、原油価格の下落や中国人民元安・中国株安の進行などを背景とする世界経済の

先行きに対する不透明感などを背景に、国債利回りは総じて低下しました。７月から期間末にかけては、米

国と中国の貿易摩擦の激化による世界経済の成長鈍化懸念が強まったことなどが国債利回りの低下要因とな

ったものの、米国の新政権に対する政策期待などを背景として円安／アメリカドル高や国内株高が進行した

こと、日銀が金融政策決定会合で長期金利の変動幅の拡大を容認したことなどから、国債利回りは総じて上

昇しました。 

 

(海外株式市況) 

グローバル株式市場は上昇しました。 

期間の初めは、2000年にＩＴバブルが崩壊した後、2001年の同時多発テロ、さらに2003年にはイラク戦争

などで地政学的リスクが高まり、株価は下落基調で始まりました。その後は、各国中央銀行の積極的な金融

緩和などを背景に、グローバル株式市場は上昇基調を取り戻しましたが、2007年後半から「サブプライムロ

ーン」危機が深刻化し、2008年のリーマンショックへ発展、信用収縮懸念が広がり、グローバル株式市場は

大暴落となりました。しかしその後、米国経済や世界的な金融システムに安定化の兆しが見え始めると、グ

ローバル株式市場は力強い上昇に転じました。2011年、2015年に欧州債務問題が深刻化したことや、2018年

に北朝鮮を巡って地政学的リスクが高まったこと、米国の長期金利上昇やトランプ米国大統領の強引な貿易

政策による外交摩擦などを受けて、やや下落する局面もありましたが、好調な企業業績を背景に概ね上昇基

調を維持し、堅調に推移しました。 

 

(海外債券市況) 

海外債券市場では、米国、ドイツ、英国など各国の10年国債利回りは、期間の初めと比べて、総じて低下

しました。 

期間の初めから2003年６月上旬にかけては、景気減速感が強まったことなどからＦＲＢが利下げを継続し

たことや、イラク情勢の緊迫化などを背景に、各国の10年国債利回りは総じて低下しました。６月中旬から

2007年６月下旬にかけては、米国の景気回復を背景に2004年６月にＦＲＢが利上げに転じたことや、2005年

12月に欧州中央銀行（ＥＣＢ）がインフレ懸念を受けて利上げを開始したことなどから、各国の10年国債利

回りは総じて上昇しました。７月上旬から2012年７月中旬にかけては、米国の「サブプライムローン」問題

を契機とする信用収縮懸念が世界的に拡大するなか、ＦＲＢが利下げを継続したことや、欧米各国の中央銀

行により金融緩和政策が導入されたこと、また、ギリシャを中心とした欧州債務問題の深刻化を受けてＥＣ

Ｂが高債務国の国債の買入れ計画やギリシャに対する金融支援を実施し、さらに金融緩和姿勢を強化したこ
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となどから、各国の10年国債利回りは総じて低下しました。７月下旬から2016年６月下旬にかけてはＦＲＢ

による利上げ観測やインフレ懸念の高まりなどを背景に各国の国債利回りが上昇する局面もあったものの、

世界経済の成長鈍化懸念や、国民投票により英国の欧州連合（ＥＵ）離脱が決定し投資家の安全資産への逃

避需要が強まったことなどを受けて、各国の10年国債利回りは概して低下しました。７月上旬から期間末に

かけては、米国と中国の貿易摩擦の激化による世界経済の成長鈍化懸念が広がったことなどが利回りの低下

要因となったものの、ＦＲＢによる利上げ観測の高まりや利上げの決定、米国政権による積極的な景気刺激

策が財政赤字の拡大とインフレ期待につながるとの見方が強まったこと、また、ＥＣＢが量的緩和を2018年

末で終了するとの方針を決定したことなどを背景に、各国の10年国債利回りは総じて上昇しました。 

 

(為替市況) 

信託期間中における主要通貨

(対円）は、右記の推移となりま

した。 

 

 

 

(当ファンド) 

原則として４本の投資信託の受益証券「日興アクティブ・ダイナミクス」、「日本短期債券マザーファンド」、

｢ベスト・バランス／海外株式マザーファンド」および「ベスト・バランス／海外債券マザーファンド」をそ

れぞれ純資産総額の約25％の組入比率となるようにリバランスを行ないました。 

 

当ファンドは2001年11月27日の設定以来、約16年11ヵ月にわたり運用してまいりました。このたび、約款

の規定に基づき、信託終了日を2018年10月25日として償還いたしました。 

これまでのみなさまのご愛顧に対しまして、心より厚くお礼申しあげますとともに、今後とも弊社投資信

託をご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。 

 

(日興アクティブ・ダイナミクス) 

株式市場を取り巻くマクロ環境を分析して「モチーフ（将来のシナリオ）」を描き、市場の動向を考慮しつ

つ、個別企業の分析を基に「モチーフ」に合った「銘柄」を選択し、投資を行ないました。「アクティブ・ダ

イナミクス・マザーファンド」受益証券への投資を通じて、実質株式組入比率を高位に維持しました。 

 

(日本短期債券マザーファンド) 

日米を中心とした金融政策動向や経済指標が示唆する景気動向などを睨みながら、デュレーション（金利

感応度）を調整しました。国内金利は長期間にわたって低位安定で推移すると予想し、デュレーションを長

期化して運用を開始しました。景気回復期待の高まりを背景に、2002年７月から10月にかけてデュレーショ

 

当ファンドのポートフォリオ 
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ンを短くしました。また、2003年７月の金利安定化局面、2004年３月の金利上昇時に長期化しました。2005

年からは日銀の量的緩和政策の解除観測などに合わせ、ベンチマークよりも残存年限の長い債券を保有する

一方で、金利スワップを利用してファンドのデュレーションを短期化しました。2010年８月からは、日銀に

よる金融緩和政策の長期化観測が強まったため、デュレーションを長期化しました。特に2011年３月の東日

本大震災後は長めに維持しました。2013年には日銀が量的・質的金融緩和を導入して金利が上昇した局面で

はデュレーションの長め幅を拡大し、その後金利が低下したため短めとしました。2015年１月に金利が上昇

した局面でデュレーションを長期化し、10月に長め幅を縮小しました。マイナスの政策金利の深掘りも想定

されるなか、2016年５月に長め幅を拡大し、10月にかけて縮小しました。2017年以降、長短金利操作付き量

的・質的金融緩和政策の下、金利はマイナス圏で小動きを想定し、デュレーションを中立で調整しました。

クレジットについては、対国債スプレッド（利回り格差）に妙味のある事業債を中心に、銘柄精査を行ない

つつ投資しました。 

 

(ベスト・バランス／海外株式マザーファンド) 

世界のリーディング・カンパニーの経営陣との積極的な面談と充実した企業調査能力を活用した徹底的な

ボトムアップによる分析に基づき運用を行ないました。株式組入比率は高位を維持しました。銘柄選定にお

いては、原則として、企業収益の加速、成長局面の評価に焦点をあてたファンダメンタルズ（経済の基礎的

条件）調査に基づくボトムアップの銘柄選択に注力しました。また、産業間、投資対象国間で資産配分を図

ることによりリスクの低減に努めました。 

 

(ベスト・バランス／海外債券マザーファンド) 

債券のアクティブ運用では、各国の経済・財政状況や国債の供給動向などから金利動向や各国間の金利格

差を予測し、国別投資比率を機動的に調整して運用を行ないました。 

為替のアクティブ運用では、投資先各国の金利差とファンダメンタルズの動向を注視しつつ、主要通貨を

中心にポジションを調整しました。 

 

 

当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を

設定しておりません。 

 

 

信託期間中における分配金は、基準価額水準、市況動向などを勘案して決定し、１万口当たりの累計は

2,200円（税込み）となりました。なお、分配金に充当しなかった収益につきましては、信託財産内に留保し、

運用の基本方針に基づいて運用いたしました。 

 

当ファンドのベンチマークとの差異 

分配金 
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○１万口当たりの費用明細 (2017年11月28日～2018年10月25日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 161  1.228  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 53)  (0.403)  委託した資金の運用の対価 

 （ 販 売 会 社 ） ( 98)  (0.747)  運用報告書など各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の情報 
提供などの対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 10)  (0.079)  運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 1   0.007   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） (  1)  (0.007)   

 （ 投 資 信 託 証 券 ） (  0)  (0.000)   

（c） 有 価 証 券 取 引 税 0   0.003   (c)有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金 

 （ 株  式 ） (  0)  (0.003)   

 （ 投 資 信 託 証 券 ） (  0)  (0.000)   

（d） そ の 他 費 用 5   0.035   (d)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） (  4)  (0.030)  保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の 
送金・資産の移転等に要する費用 

 （ 監 査 費 用 ） (  1)  (0.005)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ そ の 他 ） (  0)  (0.001)  その他は、信託事務の処理等に要するその他の諸費用 

 合 計 167   1.273    

期中の平均基準価額は、13,118円です。  

 
（注）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した

結果です。 
（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注）売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファン

ドに対応するものを含みます。 
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごと

に小数第３位未満は四捨五入してあります。 
（注）この他にファンドが投資対象とする投資先においても信託報酬等が発生する場合もあります。 
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○売買及び取引の状況 (2017年11月28日～2018年10月25日) 

 

 

銘 柄 
買 付 売 付 

口 数 金 額 口 数 金 額 

国 
内 

 千口 千円 千口 千円 
日興アクティブ・ダイナミクス － － 19,840 21,551 

 
（注）金額は受け渡し代金。 

 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
日本短期債券マザーファンド 1,043 1,166 19,025 21,217 

ベスト・バランス／海外株式マザーファンド － － 8,327 22,846 
ベスト・バランス／海外債券マザーファンド 148 343 9,414 21,143 
 
 
 

○株式売買比率 (2017年11月28日～2018年10月25日) 

 

項 目 
当 期 

ベスト・バランス／海外株式マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 2,544,890千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 2,394,800千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.06   
 
（注）(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
（注）外国の取引金額は、各月末（決算日の属する月については決算日）の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算した金額の合計で

す。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2017年11月28日～2018年10月25日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 (2017年11月28日～2018年10月25日) 

 

 該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 

投資信託証券 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 
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○自社による当ファンドの設定・解約状況 (2017年11月28日～2018年10月25日) 

 

 該当事項はございません。 

 

○組入資産の明細 (2018年10月25日現在) 

 

 2018年10月25日現在、有価証券等の組入れはございません。 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 

口 数 

 千口 

日興アクティブ・ダイナミクス 19,840 

合 計 19,840 
 
 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 

口 数 

 千口 

日本短期債券マザーファンド 17,982 

ベスト・バランス／海外株式マザーファンド 8,327 

ベスト・バランス／海外債券マザーファンド 9,265 
 
 
 

○投資信託財産の構成 (2018年10月25日現在) 

項 目 
償 還 時 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

コール・ローン等、その他 82,923 100.0 

投資信託財産総額 82,923 100.0 
 
（注）比率は、投資信託財産総額に対する割合です。 

 

 

親投資信託残高 
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○資産、負債、元本及び償還価額の状況 （2018年10月25日現在) 

項 目 償 還 時 

  円 

(A) 資産 82,923,213   

 コール・ローン等 82,923,213   

(B) 負債 485,146   

 未払信託報酬 482,931   

 未払利息 111   

 その他未払費用 2,104   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 82,438,067   

 元本 64,688,010   

 償還差益金 17,750,057   

(D) 受益権総口数 64,688,010口 

 １万口当たり償還価額(Ｃ／Ｄ) 12,743円95銭 
 
（注）当ファンドの期首元本額は68,016,173円、期中追加設定元本

額は1,221,721円、期中一部解約元本額は4,549,884円です。 
（注）１口当たり純資産額は1.274395円です。 
 

○損益の状況 (2017年11月28日～2018年10月25日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △     1,642   

 支払利息 △     1,642   

(B) 有価証券売買損益 △ 1,089,254   

 売買益 767,174   

 売買損 △ 1,856,428   

(C) 信託報酬等 △ 1,070,516   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 2,161,412   

(E) 前期繰越損益金 18,108,293   

(F) 追加信託差損益金 1,803,176   

 (配当等相当額) (   2,555,424)  

 (売買損益相当額) (△   752,248)  

 償還差益金(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 17,750,057   
 
（注）損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費

税等相当額を含めて表示しています。 
（注）損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の

追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差
額分をいいます。 

（注）親投資信託の信託財産の運用の指図に係る権限の全部又は一
部を委託するために要した費用のうち、2017年11月28日～
2018年10月25日の期間に当ファンドが負担した費用は
133,713円です。 

 
 

上記各資産の評価基準及び評価方法、また収益及び費用の計上区分等については、法律及び諸規則に基づき、一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して評価計上し処理しています。 
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○投資信託財産運用総括表 
 

信 託 期 間 
投資信託契約締結日 2001年11月27日 投資信託契約終了時の状況 

投資信託契約終了日 2018年10月25日 資 産 総 額 82,923,213円 

区   分 投資信託契約締結当初 投資信託契約終了時 差引増減または追加信託 
負 債 総 額 485,146円 

純 資 産 総 額 82,438,067円 

受益権口数 1,930,411,029口 64,688,010口 △1,865,723,019口 受 益 権 口 数 64,688,010口 

元 本 額 1,930,411,029円 64,688,010円 △1,865,723,019円 １万口当たり償還金 12,743円95銭 

毎計算期末の状況 

計 算 期 元 本 額 純資産総額 基準価額 
１万口当たり分配金 

金   額 分 配 率 

第１期 1,664,204,114円 1,544,045,878円 9,278円 0円 0％ 

第２期 904,113,661   876,791,604   9,698   0   0   

第３期 719,666,662   736,839,467   10,239   200   2   

第４期 591,537,912   680,535,219   11,505   300   3   

第５期 425,255,313   497,404,858   11,697   300   3   

第６期 346,891,260   403,451,727   11,630   300   3   

第７期 297,785,204   232,140,262   7,796   0   0   

第８期 241,469,071   205,346,813   8,504   0   0   

第９期 201,758,264   169,267,225   8,390   0   0   

第10期 148,357,606   109,858,044   7,405   0   0   

第11期 125,216,639   105,332,853   8,412   0   0   

第12期 105,731,693   122,135,403   11,551   100   1   

第13期 93,823,574   120,278,720   12,820   200   2   

第14期 81,966,616   106,644,017   13,011   300   3   

第15期 70,241,514   82,764,131   11,783   200   2   

第16期 68,016,173   88,935,040   13,076   300   3   
 
 
 

○償還金のお知らせ  

１万口当たり償還金（税込み） 12,743円95銭 
 
 
 

○お知らせ 

 

 2017年11月28日から2018年10月25日までの期間に実施いたしました約款変更はございません。 

 

約款変更について 


